
令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

B'.5.1.0.J/K(S)1-

4-5

日韓条約及び諸協定関係　各種目別交渉関係　文化財・

文化協定　第3巻

日韓条約及び諸協定締結のための各種目別交渉のうち、文化財・文化協定に関する文

書（1953年～1963年）を収録。
1953/5/1 1963/3/31

アジア大洋州局北東アジア

第一課

B'.5.1.0.J/K(S)1-

4-5

日韓条約及び諸協定関係　各種目別交渉関係　文化財・

文化協定　第5巻

日韓条約及び諸協定締結のための各種目別交渉のうち、文化財・文化協定に関する文

書（1960～1965年）を収録。
1960/5/1 1965/4/30

アジア大洋州局北東アジア

第一課

2024-0108 日・イスラエル要人往来

イスラエルから日本への人物招聘に関する文書を収録。1988年6月のオピニオンリー

ダー招聘のベン・ドロール判事、1989年1月の青年招聘、同年3月のオピニオンリー

ダー招聘のブラノット・マアリブ紙外信部長及び同年4月の中堅指導者招聘のベイリ

ン・イスラエル大蔵副大臣一行に関する文書を含む。

1988/6/1 1989/6/30 中東アフリカ局中東第一課

2024-0109 竹下総理ASEAN諸国訪問（1989年）／教育・文化協力

1989年4～5月の竹下総理の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国訪問の際の教育・文

化面での協力に関する文書を収録。ASEAN青年・文化奨学金拠出金の拡充及び

ASEAN文化基金の増資についての検討に関する文書を含む。

1980/6/1 1989/4/30
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0110 竹下総理ASEAN諸国訪問（1989年）／教育・文化協力

1989年4～5月の竹下総理の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国訪問の際の教育・文

化面での協力に関する文書を収録。総理勉強会、発言応答要領、名誉博士号授与式ス

ピーチ、ジャカルタ政策スピーチ、各国首脳会談及び評価・討議概要に関する文書を

含む。

1989/3/1 1989/5/31
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0111 中山外務大臣シリア訪問（1990年）

1990年10月の中山外務大臣のシリア訪問のロジに関する文書を収録。ロジブック、在

シリア日本国大使館作成訪問資料、日程、空港行事、宿舎、通信体制、警備、税関・

出入国管理・検疫（CIQ）手続き、荷物、成田空港送迎及び応援出張に関する文書を

含む。

1990/9/1 1990/10/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0112 エジプト要人訪日

エジプト要人の訪日に関する文書を収録。ムバラク・エジプト大統領訪日問題、ユセ

フ・ブトロス・ガーリ・エジプト経済問題首相顧問の中堅指導者招聘辞退、サハ

ウィ・エジプト経協省第一次官の國廣外務審議官表敬資料、メギーレ・エジプト外相

訪日問題及び1990年11月のモハマディン・アレキサンドリアナショナル製鉄会長の石

井政務次官表敬に関する文書を含む。

1987/2/1 1990/12/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0113 中東問題（和平）／1993年中東和平後プロセス

1993年の中東和平合意後の和平プロセスに関する文書を収録。近隣諸国・国際機関の

動向、同年10月のワシントンにおける中東和平支援国会議及び羽田総理兼外務大臣発

クリストファー・米国務長官宛書簡に関する文書を含む。

1993/9/1 1993/10/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0114 ユネスコ文化事業／文化遺産保存日本信託基金

国際連合教育科学文化機関（UNESCO）文化遺産保存日本信託基金による拠出を通じ

た事業に関する文書を収録。ネパール（カトマンズ渓谷、ルンビニ釈迦遺跡）、ハイ

チ、パキスタン（モヘンジョダロ、ガンダーラ）、バングラデシュ、ビルマ、ブータ

ン、ブルネイ、ペルー、モロッコ、モンゴル及びラオスにおける事業の検討に関する

文書を含む。

1974/2/1 1990/3/31
大臣官房文化交流・海外広

報課国際文化協力室

2024-0115 米国対外軍事援助　第1巻
米国の対日無償軍事援助（MAP）の動向に関する文書を収録。チャーチ米上院議員修

正案をめぐる米国議会における審議状況に関する文書を含む。
1963/4/1 1963/12/31 北米局日米安全保障条約課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0116 米国対外軍事援助　第1巻

米国の対日無償軍事援助（MAP）の動向に関する文書を収録。相互安全保障法

（MSA）に基づく対日軍事援助、1963年8月の大平外務大臣とギルパトリック・米国

防副長官との会談、米国の対日軍事援助の削減傾向と日本の防衛力整備計画、米上院

外交委員会にて修正可決された対外軍事援助に関するチャーチ上院議員修正案及び第

2次防衛力整備計画期間中における対米軍事援助要請の説明振りに関する文書を含

む。

1957/9/1 1964/2/29 北米局日米安全保障条約課

2024-0117 米国対日軍事援助　第2巻

米国の対日無償軍事援助（MAP）の動向に関する文書を収録。1964年3月の対外援助

教書、1964米会計年度分対日軍事援助額調査及び1966年度対外援助法（FAA）に関す

る1966年5月の米下院外交委員会公聴会証言録及び資料に関する文書を含む。

1964/3/1 1966/5/31 北米局日米安全保障条約課

2024-0118 在日国連軍民事裁判権

在日国連軍に対する日本の民事裁判権の行使に関する文書を収録。広島県呉市におけ

る国連駐留軍による被害発生証明書・帰責原因調書・補償金額査定明細書及び国連協

定第18条関係支払済事案中過失責任判定上軍と見解不一致であり民事部会の議題とし

て要求中の事案（呉調達局資料）、「日本国における国際連合の軍隊の地位に関する

協定」実施、国連軍協定第18条の実施に関する民事裁判権分科委員会合意事項、1956

年9月・10月の外務省における国連軍関係民事分科委員会の開催、国連軍協定第18条

第3項の補償金受給基準改訂並びに1957年10月の立川におけるタイ王国空軍航空隊の

輸送機墜落事故に関する文書を含む。

1954/5/1 1957/10/31 北米局日米安全保障条約課

2024-0119 在日国連軍軍人関係

在日国連軍構成員に対する日本の刑事裁判権の行使に関する文書を収録。日本が刑事

裁判権を行使しようとする裁判に立ち会わせる英国又はオーストラリア代表の任命、

日本国における国際連合の軍隊の地位に関する協定の刑事裁判権取極の改訂及び国連

軍軍人による傷害事件にかかる補償請求に関する文書を含む。

1954/2/1 1961/6/30 北米局日米安全保障条約課

2024-0120 海外移住審議会

海外移住審議会の諮問・答申に関する文書を収録。同審議会の経緯・審議状況、運

用・機構、1985年7月の21世紀に向けての日本国民の海外発展と居住のあり方に関す

る意見、答申書・意見書の実施概況、1987年3月の第51回総会での中曽根総理挨拶、

同年6月の岩瀬義郎会長の宇野外務大臣表敬資料及び同年7月の国民の海外居住に伴っ

て生ずる諸問題への対応に関する答申に係る文書を収録。

1985/7/1 1988/10/31 領事局政策課

2024-0121 本邦移住者・移住地援護／パラグアイ移住地不法占拠

パラグアイの日系移住地への現地農民の不法侵入問題に関する文書を収録。経緯一覧

表、在パラグアイ日本大使館のパラグアイ政府への働きかけ、同国イグアス移住地内

のブラジル人労務者の雇用状況、司法手続、国際協力事業団（JICA）の対応、同国ア

マンバイ移住地・ピラポ移住地の状況に関する文書を含む。

1989/10/1 1990/6/30 領事局政策課

2024-0122
本邦移住者・移住地援護／パラグアイ・イタプア油桐製

油事業（整理・清算）

パラグアイのエンカルナシオンにあるパククア地区に設立されたイタプア油桐製油事

業の整理に関する文書を収録。イタプア製油商工株式会社（CAICISA）設立経緯、会

計検査院検査、同社の解散及び清算進捗状況に関する文書を含む。

1967/6/1 1989/4/30 領事局政策課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0123 即位の礼（1990年）／エジプト

ブトロス・ガーリ・エジプト外務担当国務相の即位の礼の際の訪日に関する文書を収

録。1990年11月の中山外務大臣との会談、伊東正義日・エジプト友好協会会長との会

談及び渡辺美智雄議員との会談に関する文書を含む。

1990/6/1 1990/11/30 中東アフリカ局中東第一課

2024-0124 外務大臣記者会見／倉成外務大臣・宇野外務大臣

外務大臣の記者会見要旨に関する文書を収録。閣議の模様、1987年5月の国際エネル

ギー機関（IEA）閣僚理事会、総合安全保障関係閣僚会議、ココム問題関係閣僚会

議、ペルシャ湾の安全航行問題及び同年11月の宇野外務大臣就任の際の所信に関する

文書を含む。

1987/4/1 1988/7/31 大臣官房報道課

2024-0125 外務大臣記者会見／宇野外務大臣・三塚外務大臣

外務大臣の記者会見要旨に関する文書を収録。閣議の模様、米国精米業者協会

（RMA）の動き、総合安全保障関係閣僚会議、宇野外務大臣の国外出張及び1988年

10月のリクルート問題に関する大臣記者会見要旨に関する文書を含む。

1988/8/1 1989/8/31 大臣官房報道課

2024-0126 日米安全保障関係／日米要人往来（1982～84年）

日米間の安保・防衛関連の要人往来に関する文書を含む。1982年10月のニューヨーク

での櫻内外務大臣とシュルツ・米国務長官との会談、1983年8月の谷川防衛庁長官の

訪米とワインバーガー・米国防長官との会談、同年9月の同国防長官訪日と安倍外務

大臣との会談、同年11月のレーガン・米大統領の訪日と中曽根総理との首脳会談及び

1984年1月の安倍外務大臣の訪米とレーガン大統領表敬・シュルツ国務長官とワイン

バーガー国防長官との各会談に関する文書を含む。

1982/10/1 1984/1/31 北米局日米安全保障条約課

2024-0127 日米安全保障関係

日米間の安保・防衛問題に関する文書を収録。米軍鶴見貯油施設問題、米軍岩国航空

基地の核兵器持ち込み問題、米の安全保障政策におけるアジア太平洋の意義、米国の

横須賀・佐世保における乗組員家族の海外居住計画（母港化）の変更、1984年6月の

第15回日米安保事務レベル協議、同年9月の日米諮問委員会（日米新賢人会議）報告

書の牛場委員長より中曽根総理宛提出及び1984年9月の栗原防衛庁長官・1985年6月

の加藤防衛庁長官訪米の際の米側ブリーフに関する文書を含む。

1976/7/1 1985/6/30 北米局日米安全保障条約課

2024-0128 スーダン情勢（1982～87年）

スーダンの政治情勢に関する文書を収録。1984年4月のヌメイリ政権下での非常事態

宣言、1985年4月のザハブ将軍らによる軍事クーデター、1986年4月の久米中近東・

アフリカ局参事官のスーダン訪問資料、同年5月の民政移管、1987年5月のサアド在日

スーダン大使の村田外務審議官表敬、同年10月のマハディ・スーダン首相訪日及びバ

シール大佐らによる1989年6月の無血軍事クーデターに関する文書を含む。

1982/2/1 1989/7/31 中東アフリカ局中東第一課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0129 中東情勢／1987年資料

中東地域情勢に関する各種調書・資料に関する文書を収録。レバノン内戦の情勢（イ

ランやリビアの関与、外国人誘拐、シリア軍事介入）、米対リビア措置、トルコ外

交、エジプト人民議会解散・総選挙、エジプトと国際通貨基金（IMF）間の交渉、中

東和平、ユーロ・アラブ対話、リビア内閣改造、パレスチナ民族評議会、中東テロク

ロノロジー及びパレスチナ解放機構（PLO）クロノロジーに関する文書を含む。

1987/1/1 1987/7/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0130 アラブ諸国対イスラエル・ボイコット問題

イスラエル企業に対するアラブ・ボイコットと日本企業の対応に関する日本と米国・

イスラエルとの間の協議に関する文書を収録。レーガン政権とユダヤ人、米の反アラ

ブ・ボイコット法、1986年9月の梁井外務審議官・アマコスト・米国務次官会談、

1987年9月の中曽根総理国連総会出席対プレス想定問答、1988年5月の栗山外務次官

とアマコスト次官との会談及びアラブ・ボイコットをめぐる会談内容に関する文書を

含む。

1983/4/1 1989/4/30 中東アフリカ局中東第一課

2024-0131 宇野外務大臣中近東諸国訪問（1988年）／シリア

1988年6月の宇野外務大臣のシリア訪問に関する文書を収録。発言応答要領参考資

料、シャラ・シリア外相及びアサド・シリア大統領との会談概要、アサド大統領の訪

日招請、シリア外務省評価並びに現地紙報道に関する文書を含む。

1988/5/1 1988/6/30 中東アフリカ局中東第一課

2024-0132 日・トルコ投資保護協定

投資の相互促進及び相互保護に関する日本とトルコ共和国との間の協定の締結に関す

る文書を収録。1985年10月のトルコ側案文の提示、日本側の各省協議案の作成及びこ

れまでの経緯及び問題点に関する文書を含む。

1985/10/1 1986/8/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0133 日・トルコ投資保護協定

投資の相互促進及び相互保護に関する日本とトルコ共和国との間の協定の締結に関す

る文書を収録。トルコ側・日本側案文対照表、日本側案文と比較したトルコ側案文の

問題点コメント並びに1987年2月のアンカラにおける第1回交渉の対処方針及び結果に

関する文書を含む。

1982/9/1 1987/3/31 中東アフリカ局中東第一課

2024-0134 領事関係資料（領事第一課調書）（1）

領事移住部領事第一課作成の調書類（1976～1982年）及び目録を収録。在外公館の警

備強化に関する提案、日本赤軍の組織と活動状況、日航機ハイジャック事件の経緯ー

1977年9月の日本赤軍によるダッカ事件及び在外邦人に関する諸施策の推進に係る文

書を含む。

1976/10/1 1985/4/30 領事局政策課

2024-0134 領事関係資料（領事第一課調書）（2）
領事移住部領事第一課作成の調書類（1983～1985年）及び目録を収録。熱帯地におけ

る健康管理及び国際テロに関する専門家会合に係る文書を含む。
1983/1/1 1985/12/31 領事局政策課

2024-0135 外務省機構改革／領事移住部組織令改正（1）

領事移住部の機構改革に関する文書を収録。組織令改正打合せ会議、改正案、擬問擬

答・説明資料、在外邦人保護法試案及び在日外国人の待遇に関する事務の経緯・内容

に関する文書を含む。

1985/3/1 1988/10/31 領事局政策課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0135 外務省機構改革／領事移住部組織令改正（2）

領事移住部の機構改革に関する文書を収録。打合せ会議、外国人課の所掌、内閣法制

局読会、総務庁ヒアリング、擬問擬答改訂及び外務省組織令の一部を改正する政令案

新旧対照表に関する文書を含む。

1988/10/1 1989/4/30 領事局政策課

2024-0136 領事月報（昭和42年その1）

外務大臣官房領事課作成の執務月報（1967年6月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、マッターホルンでの日本人遭難及び南ベトナム解放民族戦線（ベトコ

ン）によるわが国の商船大国丸砲撃に関する文書を含む。（分類番号2024-0137と同

一内容）

1967/6/1 1967/12/31 領事局政策課

2024-0137 領事月報（昭和42年その2）

外務大臣官房領事課作成の執務月報（1967年6月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、マッターホルンでの日本人遭難及び南ベトナム解放民族戦線（ベトコ

ン）によるわが国の商船大国丸砲撃に関する文書を含む。（分類番号2024-0136と同

一内容）

1967/6/1 1967/12/31 領事局政策課

2024-0138 領事月報（昭和43年）

外務大臣官房領事課作成の執務月報（1968年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、サイゴン第2次攻撃における在留邦人の保護及びチェコスロバキアにお

けるソ連・ワルシャワ条約機構軍侵入に際しての在留邦人引揚げに関する文書を含

む。

1968/1/1 1968/12/31 領事局政策課

2024-0139 領事月報（昭和46年）

領事移住部領事課作成の執務月報（1971年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、1971年3月のパキスタン軍による東パキスタンでの弾圧行為に伴うダッ

カ在留邦人引揚、同年11月の住友商事在マニラ商社支店長襲撃・射殺事件及び同年12

月の第三次印パ戦争によるパキスタンからの在留邦人引揚に関する文書を含む。

1971/1/1 1971/12/31 領事局政策課

2024-0140 領事月報（昭和47年）

領事移住部領事課作成の執務月報（1972年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、半剥製の極楽鳥密輸出事件、太平洋戦争戦没者の遺骨証明書手数料の免

除及び在外邦人の自殺に関する文書を含む。

1972/1/1 1972/12/31 領事局政策課

2024-0141 領事月報（昭和48年）

領事移住部領事課作成の執務月報（1973年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、海外での邦人の疾患、山岳遭難、一部邦人旅行者の行状、エベレスト邦

人トレッカーの遭難及び1973年11月のオランダ航空機ハイジャック事件に関する文書

を含む。

1973/1/1 1973/12/31 領事局政策課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0142 領事月報（昭和51年）

領事移住部領事課作成の執務月報（1976年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援

助、困窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・

遺産、証明、ノンカイ事件第一審判決、レバノン内戦と邦人保護、1976年7月の中国

唐山地震とそれに伴う邦人保護、及びソ連籍客船バイカル号上の邦人女性行方不明

（殺人）事件に関する文書を含む。

1976/1/1 1976/12/31 領事局政策課

2024-0143 領事月報（昭和53年）

領事移住部作成の執務月報（1978年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援助、困窮

邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、証

明、グアムにおける邦人女性殺人殺傷事件、コンゴ解放民族戦線（FNLC）によるザ

イール・シャバ州事件及びニカラグア内戦に関する文書を含む。

1978/1/1 1978/12/31 領事局政策課

2024-0144 領事月報（昭和55年1月～昭和56年3月）

領事移住部作成の執務月報（1980年1月～81年3月）を収録。司法共助、帰国援助、困

窮邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、

証明、インドシナ難民の本邦定住問題と査証室及び海外の邦人事故とマスコミに関す

る文書を含む。

1980/1/1 1981/3/31 領事局政策課

2024-0145 領事月報（昭和56年4月～昭和56年12月）

領事移住部作成の領事月報（1981年4月～12月）を収録。司法共助、帰国援助、困窮

邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、証

明、パキスタン、インドネシアにおけるハイジャック事件、暴力団の海外活動及びミ

ニヤコンカにおける邦人登山事故等に関する文書を含む。

1981/4/1 1981/12/31 領事局政策課

2024-0146 領事月報（昭和57年）

領事移住部作成の領事月報（1982年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援助、困窮

邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、証

明、日系人への対応、日本国民の範囲、倭寇的心情のとがめ、海外移住が日本にもた

らす利益及びタスマニアの歴史と原住民に関する文書を含む。

1982/1/1 1982/12/31 領事局政策課

2024-0147 領事月報（昭和58年）

領事移住部作成の領事月報（1983年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援助、困窮

邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、証

明、移民と同化政策、北米移民と人種のるつぼの是非、多元的文化主義と日本、頻発

する緊急事態における邦人保護の危機管理及び大韓航空機撃墜事件に関連する文書を

含む。

1983/1/1 1983/12/31 領事局政策課

2024-0148 領事月報（昭和61年）

領事移住部作成の領事月報（1986年1月～12月）を収録。司法共助、帰国援助、困窮

邦人援護、事故・疾病・犯罪、船舶・船員・管海、所在調査、国籍・戸籍・遺産、証

明に関する文書を含む。

1986/1/1 1986/12/31 領事局政策課

2024-0149 本邦移住政策／移民保護法廃止関係（1）

戦前制定された移民保護法の廃止に関する文書を収録。同法廃止に関する行政管理庁

からの照会、行政改革に関する閣議決定、移民保護法・海外移住組合連合に対する政

府貸付金の出資等に関する法律の廃止に伴う国会答弁用擬問擬答及び実効性喪失法律

の廃止に伴う閣議請議に関する文書を含む。

1963/6/1 1981/3/31 領事局政策課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0150 本邦移住政策／移民保護法廃止関係（2）

戦前制定された移民保護法の廃止に関する文書を収録。移民保護法・海外移住組合連

合に対する政府貸付金の出資等に関する法律の廃止に伴う国会提出並びに行政事務の

簡素合理化に伴う関係法律の整備及び適用対象の消滅等による法律の廃止に関する法

律案関係資料に係る文書を含む。

1979/11/1 1982/5/31 領事局政策課

2024-0151 本邦移住政策／移民保護法廃止関係（3）

戦前制定された移民保護法の廃止に関する文書を収録。「行政改革に関する第2次答

申」の取扱い及び関係法律改正に関する準備作業、行政事務の簡素合理化に伴う関係

法律の整備及び適用対象の消滅等による法律の廃止に関する法律案の立案準備状況並

びに同法律案（仮称）に係る文書を含む。

1982/2/1 1982/3/31 領事局政策課

2024-0152 本邦人ドミニカ共和国移住（1）

ドミニカ共和国への移住者に関する文書を収録。1976年11月の移住20周年記念式典写

真、サント・ドミンゴ市に学生寮建設方要請、ハリケーン被害状況と救済要請及び

1981年7月の日本人会連合会主催移住25周年記念事業及び記念式典経費の一部助成に

関する文書を含む。

1970/9/1 1983/4/30 領事局政策課

2024-0153 本邦人ブラジル移住／第2トメアス移住地

ブラジルのアマゾン流域第二トメアス移住地入植に関する文書を収録。トメアス胡椒

栽培移住者の公募、第二トメアス植民地移住者募集要綱案、病害発生、ピメンタ造園

分譲条件の一部改訂、入植の手引き及び入植者からの救済要請に関する文書を含む。

1960/4/1 1980/11/30 領事局政策課

2024-0154 本邦人ブラジル移住／トメアス移住地再建対策

ブラジルのアマゾン流域トメアス移住地に関する文書を収録。トメアス総合農業協同

組合の経営危機、トメアス移住地・農協に対する再建計画、トメアス農協に対する再

建対策融資及びトメアス個別営農再建対策融資に関する文書を含む。

1979/11/1 1988/1/31 領事局政策課

2024-0155 日・ブラジル移住・植民協定（1）

移住及び植民に関する日本国とブラジル合衆国との間の協定及び附属交換公文の締結

に関する文書を収録。ブラジル移植民法仮訳、交渉関係資料、締結経緯、概要、他国

との協定との比較、効果・得失、問題点、計画植民地の創設・払下国有地等の十ヶ年

間譲渡禁止等に関する規定及び協定・附属書の解説に関する文書を含む。

1945/9/1 1960/12/31 領事局政策課

2024-0155 日・ブラジル移住・植民協定（2）

移住及び植民に関する日本国とブラジル合衆国との間の協定及び附属交換公文の締結

に関する文書を収録。国会答弁資料、批准書交換についての記事資料、批准書交換式

次第、大平外務大臣挨拶及び協定・交換公文の日・ポ原文に関する文書を含む。

1961/1/1 1963/10/31 領事局政策課

2024-0156 本邦人米国移住／日系敬老ホーム（1）
北米日系人敬老ホーム建設資金募金に関わる指定寄付問題に関する文書を収録。

ニューヨーク、シアトル及びシカゴにおける建設計画に関する文書を含む。
1985/9/1 1990/3/31 領事局政策課

2024-0156 本邦人米国移住／日系敬老ホーム（2）

北米日系人敬老ホーム建設資金募金に関わる指定寄付問題に関する文書を収録。ロサ

ンゼルス日系引退者ホーム改築計画に対する政府支援、全国社会福祉協議会の指定申

請及び1989年2月の竹下総理の同ホーム訪問に関する文書を含む。

1979/3/1 1989/4/30 領事局政策課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0157 本邦移住政策／国会関係（国会答弁資料）

移住問題に関する国会答弁資料（擬問擬答）及び国会議事録を収録。衆議院決算委員

会審議要録（第43～46回国会）、第65回・68回通常国会用領事移住部答弁資料、ブラ

ジル移民の里帰り、移民者に対する年金支給、沖縄よりの移住、海外移住事業団の廃

止及びブラジルのバルゼア・アレグレ牧場処分問題に関する文書を含む。

1965/2/1 1988/10/31 領事局政策課

2024-0158 本邦移住／本邦移住者の定着状況等調査報告
海外移住事業団支部のない国における邦人移住者の定着状況等調査報告に関する文書

を収録。第2部各説ペルー、ベネズエラ及びコロンビアに関する文書を含む。
1970/9/1 1970/10/31 領事局政策課

2024-0159 本邦移住者渡航費支給基準（含、ブラジル移住関係）

戦後ブラジル移民及び移住者渡航費に関する文書を収録。移住者渡航費交付金交付要

綱・支給基準、海外移住相談員設置・運営要領、移住地の診療所に勤務する医師の給

与等の支給に関する基準、移住者子弟学校教育対策要綱、渡航費関係資料（歴史・現

状、各国の例、廃止論・存続論、関係法令）、神戸移住斡旋所案内、渡航費契約書、

移住契約書、ブラジル在住邦人の引揚げ帰国、南米移民事業再開、移民送出方針、移

民問題に関するブラジル大使見解、移民運送許可証及び1953年7月神戸出帆あめりか

丸ブラジル移民府県別表に関する文書を含む。

1951/5/1 1971/5/31 領事局政策課

2024-0160 外務省関係公益法人／国際農業者交流協会（設立）

社団法人国際農業者交流協会（JAEC）の設立に関する文書を収録。農業研修派米協会

と国際農友会の統合問題、国際農業者交流協会設立許可申請書、同協会設立の事前審

査及び1988年2月の設立総会に関する文書を含む。

1966/3/1 1988/3/31 領事局政策課

2024-0161
外務省関係公益法人／社団法人国際交流サービス協会

（設立）（1）

1970年4月の社団法人国際交流サービス協会（IHCSA）設立・運営に関する文書を収

録。定款、運営資金貸与、国有財産一時使用許可、臨時総会開催、関係方面への紹介

状、協会職員の羽田空港立入制限区域立入、青年海外協力隊PR映画「アサンテ・サー

ナ　我が愛しのタンザニア」（谷口千吉監督、八千草薫出演）上映推進及び海外派遣

員募集に関する文書を含む。

1970/2/1 1977/11/30 大臣官房総務課

2024-0161
外務省関係公益法人／社団法人国際交流サービス協会

（設立）（2）

1970年4月設立の社団法人国際交流サービス協会（IHCSA）の運営に関する文書を収

録。運営財源、運営の経過、1971年6月の旅行あっせん業登録、1972年5月の社団法

人国際旅行業協会（JATA）入会、事業計画案・予算案、業務報告書及び1973年6月の

技術研修員等に対する便宜供与の追加に関する定款一部変更に係る文書を含む。

1970/6/1 1974/12/31 大臣官房総務課

2024-0161
外務省関係公益法人／社団法人国際交流サービス協会

（設立）（3）

1970年4月の社団法人国際交流サービス協会（IHCSA）設立・運営に関する文書を収

録。専務理事就任に際しての関係者間了解、設立許可申請、法人設立登記・財産移

転、旅行あっせん業一般登録申請に関する運輸省との話合い、設立・利用に関する省

内回章及び派遣員制度に係る文書を含む。

1970/4/1 1973/9/30 大臣官房総務課

2024-0161
外務省関係公益法人／社団法人国際交流サービス協会

（設立）（4）

1970年4月の社団法人国際交流サービス協会（IHCSA）設立に関する文書を収録。設

立と旅行あっせん業者の利害、定款草案、設立趣意書、設立案・必要性及び就業規則

草案に関する文書を含む。

1969/8/1 1972/6/30 大臣官房総務課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0162 外務省関係記念切手

外務省関係行事で記念切手を発行するにふさわしい重要記念事項に関する文書を収

録。郵政省からの照会、回答及び決定通知（日タイ修好宣言調印100周年記念、世界

歴史都市会議記念等）に関する文書を含む。

1976/5/1 1986/6/30 大臣官房総務課

2024-0163 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（4）

在外公館の名称及び位置を定める法律等の一部を改正する法律附則の規定による施行

期日を定める政令・在外公館の名称及び位置を定める法律の一部を改正する法律附則

第一項の規定による施行期日を定める政令の制定に関する文書を収録。在カメルー

ン、ガボン各大使館の設置に関する文書を含む。

1962/3/1 1962/12/31 大臣官房総務課

2024-0164 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（5）

在外公館の名称及び位置を定める法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期

日を定める政令・在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務する外務

公務員の給与に関する法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期日を定める

政令の制定に関する文書を収録。在ニカラグア日本国公使館の大使館への昇格に関す

る文書を含む。

1963/4/1 1963/12/31 大臣官房総務課

2024-0165 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（6）

在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務する外務公務員の給与に関

する法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期日を定める政令の制定に関す

る文書を収録。在グアテマラ日本国公使館の大使館への昇格に関する文書を含む。

1961/11/1 1964/12/31 大臣官房総務課

2024-0166 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（7）

在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務する外務公務員の給与に関

する法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期日を定める政令の制定に関す

る文書を収録。在ウガンダ日本国大使館の開設に関する文書を含む。

1965/2/1 1965/12/31 大臣官房総務課

2024-0167 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（8）

在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務する外務公務員の給与に関

する法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期日を定める政令・在外公館の

名称及び位置を定める法律の一部を改正する法律附則ただし書の規定による施行期日

を定める政令の制定に関する文書を収録。在マラウィ日本国大使館の設置に関する文

書を含む。

1965/8/1 1966/12/31 大臣官房総務課

2024-0168 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（9）

在外公館の名称及び位置を定める法律の一部を改正する法律附則ただし書の規定によ

る施行期日を定める政令・在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務

する外務公務員の給与に関する法律の一部を改正する法律附則の規定による施行期日

を定める政令の制定に関する文書を収録。在ナホトカ日本国総領事館の開設に関する

文書を含む。

1967/1/1 1968/6/30 大臣官房総務課

2024-0169 在外公館名称位置法等の施行期日を定める政令（10）

在外公館の名称及び位置を定める法律及び在外公館に勤務する外務公務員の給与に関

する法律の一部を改正する法律の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政

令・外務省設置法の一部を改正する法律等の一部の施行期日を定める政令の制定に関

する文書を収録。在ガイアナ日本国大使館の設置に関する文書を含む。

1968/12/1 1970/2/28 大臣官房総務課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0170
外務省設置法／一部改正（国家行政組織法改正に伴う改

正）(1)

国家行政組織法の一部改正に伴う外務省設置法の一部を改正する法律案に関する文書

を収録。国家行政組織法の一部を改正する法律案要綱と新旧対照表、外務省設置法改

正に関する内閣法制局審査、文部省設置法改正の問題点及び国家行政組織法の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律案（外務省関係）想定問答

案に係る文書を含む。

1970/12/1 1973/2/28 大臣官房総務課

2024-0170
外務省設置法／一部改正（国家行政組織法改正に伴う改

正）(2)

国家行政組織法の一部改正に伴う外務省設置法の一部を改正する法律案に関する文書

を収録。国家行政組織法等の改正の方向、行政管理庁との協議、各省設置法改正に対

する外務省意見及び国家行政組織法の一部改正に伴う外務省設置法の一部を改正する

法律案とその修正に関する文書を含む。

1970/7/1 1971/3/31 大臣官房総務課

2024-0171 外務省機構（機構要求）／昭和44年度

1969年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1969年度予算政府原案で認められた機構（儀典長（法律職）の

新設、在ザンビア日本国大使館の実館化等）に関する文書を含む。

1968/6/1 1969/1/31 大臣官房総務課

2024-0172 外務省機構（機構要求）／昭和45年度

1970年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1970年度予算政府原案で認められた機構（沖縄復帰準備委員会

日本政府代表事務所設置、軍縮委員会日本政府代表部新設等）に関する文書を含む。

1969/5/1 1970/2/28 大臣官房総務課

2024-0173 外務省機構（機構要求）／昭和46年度

1971年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。外務省

設置法中未施行の在外公館、各局要求原案、説明資料、1970年10月の佐藤官房長・河

合行政管理局長会談概要及び1971年度予算政府原案で認められた機構（在ガボン日本

国大使館、在ミュンヘン日本国総領事館の設置等）に関する文書を含む。

1969/12/1 1971/11/30 大臣官房総務課

2024-0174 外務省機構（機構要求）／昭和47年度

1972年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1972年度予算政府原案で認められた機構（在リビア、リベリア

各日本国大使館設置、在イスタンブール、ブリスベン各日本国総領事館昇格等）に関

する文書を含む。

1971/5/1 1972/1/31 大臣官房総務課

2024-0175 外務省機構（機構要求）／昭和48年度

1973年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1973年度予算政府原案で認められた機構（在モンゴル、中央ア

フリカ各日本国大使館、在アトランタ日本国総領事館の設置等）に関する文書を含

む。

1972/5/1 1978/1/31 大臣官房総務課

2024-0176 外務省機構（機構要求）／昭和49年度

1974年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1974年度予算政府原案で認められた機構（在アラブ首長国連

邦、ヨルダン各日本国大使館設置、在ポートモレスビー日本国総領事館の実館化等）

に関する文書を含む。

1973/5/1 1973/12/31 大臣官房総務課

2024-0177 外務省機構（機構要求）／昭和51年度

1976年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1976年度予算政府原案で認められた機構（在ホラムシャハル日

本国総領事館の設置等）に関する文書を含む。

1975/5/1 1975/11/30 大臣官房総務課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0178 外務省機構（機構要求）／昭和52年度

1977年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1977年度予算政府原案で認められた機構（在ウガンダ日本国大

使館、在ペナン日本国総領事館の設置等）に関する文書を含む。

1976/4/1 1977/1/31 大臣官房総務課

2024-0179 外務省機構（機構要求）／昭和53年度

1978年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1978年度予算政府原案で認められた機構（在欧州共同体

（EC）日本政府代表部、在カンザスシティ日本国総領事館の設置等）に関する文書を

含む。

1977/5/1 1978/3/31 大臣官房総務課

2024-0180 外務省機構（機構要求）／昭和54年度

1979年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1979年度予算政府原案で認められた機構（在広州、ボストン、

フランクフルト各日本国総領事館の設置等）に関する文書を含む。

1971/3/1 1979/1/31 大臣官房総務課

2024-0181 外務省機構（機構要求）／昭和56年度

1981年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1981年度予算政府原案で認められた機構（在ジンバブエ日本国

大使館設置、マナウス総領事館昇格等）に関する文書を含む。

1980/5/1 1981/1/31 大臣官房総務課

2024-0182 外務省機構（機構要求）／昭和55年度

1980年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料及び1980年度予算政府原案で認められた機構（在セントビンセント

及びグレナディーン諸島日本国大使館、在クリチバ日本国総領事館の設置等）に関す

る文書を含む。

1977/8/1 1980/1/31 大臣官房総務課

2024-0183 外務省機構（機構要求）／昭和62年度

1987年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料、想定問答、在エジンバラ日本国総領事館開設に対する橋本龍太郎

議員の関心及び1987年度予算政府原案で認められた機構（在バーレーン日本国大使館

の設置等）に関する文書を含む。

1986/2/1 1987/1/31 大臣官房総務課

2024-0184 外務省機構（機構要求）／昭和63年度

1988年度の本省機構要求及び在外公館の新設・昇格要求に関する文書を収録。各局要

求原案、説明資料、総領事館の見直し、想定問答及び1988年度予算政府原案で認めら

れた機構（在イエメン日本国大使館の設置等）に関する文書を含む。

1987/5/1 1988/2/29 大臣官房総務課

2024-0185 国際文化交流に関する懇談会（1）（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。1988年

7月の中間報告、国際交流基金（JF）の出資金（民間側の出資問題）、基金海外事務

所増設のための構想、懇談会分科会、同年10月の懇談会主要委員と関係閣僚との小渕

内閣官房長官主催朝食会、外務省内の国際文化交流を強化するためのタスクフォース

及び在外公館意見に係る文書を含む。

1988/7/1 1988/11/30
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0185 国際文化交流に関する懇談会（2）（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。政府と

民間の役割分担、理念と目的、1989年2月の第6回懇談会、各分科会報告及び各省庁国

際文化交流関係施策の概要に関する文書を含む。

1988/9/1 1989/2/28
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0185 国際文化交流に関する懇談会（3）（細川総理懇談会）
細川総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。1993年

2月の第1～3分科会議事次第及び説明資料に関する文書を含む。
1987/9/1 1994/1/31

大臣官房文化交流・海外広

報課
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令和6年3月29日外交記録公開　概要

分類番号 史料件名 史料概要 開始年月日 終了年月日 移管時の管理担当課室

2024-0186 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。1988年

6月の第2回懇談会概要、同年7月の中間報告・対外応答要領、栗山外務審議官の世界

に貢献する日本の具体像、第4分科会第1～4回会合議事録及び第5分科会第1～3回会合

議事録に関する文書を含む。

1983/4/1 1989/2/28
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0187 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。1989年

2月の第6回懇談会討議資料（理念と目的、政府・地方・民間の役割分担及び連携・協

力）、議事次第、小沢官房副長官挨拶及び概要、各分科会概要・報告案並びに各省庁

国際文化交流関連施策概要に関する文書を含む。

1988/12/1 1989/2/28
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0188 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。各会合

概要・議事録、対米調査団報告、第5分科会報告における国際交流基金事業拡充及び

外務省機構委員会における議論に関する文書を含む。

1988/5/1 1989/4/30
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0189 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。第1～2

回発言要旨、第3～5回次第・進行メモ・総理挨拶、1988年7月の中間報告取りまと

め、予算要求概要、分科会の運営及び同年10月の主要委員・関係閣僚との官房長官主

催朝食会での宇野外務大臣発言ポイントに関する文書を含む。

1988/6/1 1988/10/31
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0190 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。第6～9

回次第・進行メモ・総理挨拶、1989年5月の最終報告、分科会開催状況及び省内の国

際文化交流を強化するためのタスクフォース開催状況に関する文書を含む。

1989/1/1 1989/5/31
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0191 国際文化交流に関する懇談会（竹下総理懇談会）

竹下総理の私的懇談会である国際文化交流に関する懇談会に係る文書を収録。開催状

況、最終報告、訪米調査団報告、国際交流基金に対する非ODA補助金問題、概算要

求、国際文化交流推進会議（官房副長官議長）の設置及び主要先進国の海外広報文化

活動予算と人員に関する文書を含む。

1989/2/1 1989/7/31
大臣官房文化交流・海外広

報課

2024-0192 国連大学本部協定／擬問擬答

「国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定」に関する擬問擬答総論

及び各論を収録。国連大学設立経緯、日本の拠出、協定交渉経緯、特権免除及び大学

本部移転に関する文書を含む。

1963/6/1 1976/5/31
大臣官房文化交流・海外広

報課国際文化協力室

2024-0193 国連大学協力会／事業内容変更に関する協議等

国際交流に関する税制措置に係る文書を収録。牛場財団への国際交流減税の適用、国

際交流減税要求と大蔵省との協議、財団法人国連大学協力会（永井道雄理事長）の税

制措置に関する申請書、同協力会の開発途上国に関する研究事業一般への事業内容の

拡大及び国連大学への民間からの寄贈品受入れに関する文書を含む。

1987/9/1 1989/12/31
大臣官房文化交流・海外広

報課国際文化協力室

2024-0194 外務省関係公益法人／日商岩井国際交流財団（設立）
財団法人日商岩井国際交流財団の設立に関する文書を収録。設立構想、許可申請、事

前審査、許可通知及び寄附行為に関する文書を含む。
1988/6/1 1989/1/31

大臣官房文化交流・海外広

報課人物交流室

2024-0195 外務省関係公益法人／国際平和機構（設立）

財団法人国際平和機構の設立に関する文書を収録。設立構想、許可申請、寄附行為、

念書、登記完了届、サンマークシステム展開及びフジマークキャンペーン計画に関す

る文書を含む。

1982/11/1 1984/10/31
大臣官房文化交流・海外広

報課人物交流室
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2024-0196 外務省関係公益法人／松下国際財団（設立）
財団法人松下国際財団の設立構想に関する文書を収録。設立趣意書案、寄附行為案、

財産目録案及び事業計画案に関する文書を含む。
1987/4/1 1987/9/30

大臣官房文化交流・海外広

報課人物交流室
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